
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
基板の片面に粘弾性層が形成された非拘束型制振材であって、上記粘弾性層が、下記の（
Ａ）および（Ｂ）成分を母材とし、これに下記の（Ｃ）成分が配合されて形成されている
ことを特徴とする非拘束型制振材。
（Ａ）ガラス転移温度（Ｔｇ）が３５～６０℃の範囲にある樹脂。
（Ｂ）ガラス転移温度（Ｔｇ）が－１０～２０℃の範囲にあるゴム。
（Ｃ）制振フィラー。
【請求項２】
（Ａ）成分が、塩素化ポリプロピレン、ポリ酢酸ビニル、エチレン－酢酸ビニル共重合体
およびハイスチレン樹脂からなる群から選ばれたいずれか一つである請求項１記載の非拘
束型制振材。
【請求項３】
（Ｂ）成分が、スチレン－ブタジエンゴム、アクリロニトリル－ブタジエンゴム、アクリ
ルゴム、エチレン－アクリルゴム、塩素化ポリエチレン、ウレタン系熱可塑性エラストマ
ー、スチレン系熱可塑性エラストマーおよびポリブタジエンゴムからなる群から選ばれた
いずれか一つである請求項１または２記載の非拘束型制振材。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
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本発明は、基板の片面に粘弾性層が形成されてなる非拘束型制振材に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
音響ルーム用の遮音壁，建築構造体用の遮音間仕切り，車両用の防音壁等に適用され、振
動や騒音を吸収する制振材としては、拘束型制振材や非拘束型制振材が用いられている。
上記拘束型制振材は、基板の片面に粘弾性層を形成し、さらにその上に拘束層を形成した
構成であり、上記非拘束型制振材は、基板の片面に粘弾性層のみを形成し、その上に拘束
層を形成していない構成である。最近では、コストが安く、取り扱いが容易である等の理
由から、上記非拘束型制振材が主流となっている。
【０００３】
上記非拘束型制振材の粘弾性層としては、一般に、高分子系材料からなる高減衰材料組成
物が用いられている。上記高分子系材料は、典型的な粘弾性挙動を呈するものであり、そ
の材料部が何等かの原因で振動すると、それぞれの材料部に、複素正弦歪（ε＊ 　 ）が発
生し、これにより複素正弦応力（σ＊ 　 ）が発生する。複素弾性係数（Ｅ＊ 　 ）は、次式
に示すように、これらの比をとったものである。
複素弾性係数（Ｅ＊ 　 ）＝複素正弦応力（σ＊ 　 ）／複素正弦歪（ε＊ 　 ）
【０００４】
上記複素弾性係数（Ｅ＊ 　 ）の実数部は、高分子系材料の弾性的な性質に係る貯蔵弾性率
（Ｅ′）と定義され、上記複素弾性係数（Ｅ＊ 　 ）の虚数部は、高分子系材料の粘性的な
性質に係る損失弾性率（Ｅ″）と定義される。損失正接（ｔａｎδ）は、次式に示すよう
に、これらの比をとったものである。
損失正接（ｔａｎδ）＝損失弾性率（Ｅ″）／貯蔵弾性率（Ｅ′）
【０００５】
上記損失正接（ｔａｎδ）は、防音・制振特性を決定する因子の一つであり、この値が高
いほど力学的エネルギーを電気あるいは熱エネルギーとして吸収・放出して、優れた吸音
性や制振性等の機械特性を示すことが知られている。従来、高減衰材料組成物の損失正接
（ｔａｎδ）として求められる値は０．５以上であり、ｔａｎδ≧０．５を満たした材料
としては、例えば、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）等の単一ポリマーに、マイカ，炭酸カルシ
ウム等の充填剤や、可塑剤等を配合した高分子系材料が用いられている。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
上記高分子系材料は、従来の要求特性（ｔａｎδ≧０．５）に応えているとはいえ、これ
を非拘束型制振材の粘弾性層に適用した場合、つぎのような問題がある。すなわち、非拘
束型制振材においては、その制振特性は、損失係数（η）が重要な因子となり、充分な高
減衰性を発現するためには、損失係数（η）＞０．１が要求される。そして、この損失係
数（η）は温度に依存し、従来の非拘束型制振材では、低温側および高温側の損失係数（
η）が０．１未満となり、非拘束型制振材の使用環境が変化した場合に、その環境温度の
変化に適応することができず、温度依存性に劣るという難点がある。
【０００７】
本発明は、このような事情に鑑みなされたもので、温度依存性に優れた非拘束型制振材の
提供をその目的とする。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
上記の目的を達成するため、本発明の非拘束型制振材は、基板の片面に粘弾性層が形成さ
れた非拘束型制振材であって、上記粘弾性層が、下記の（Ａ）および（Ｂ）成分を母材と
し、これに下記の（Ｃ）成分が配合されて形成されているという構成をとる。
（Ａ）ガラス転移温度（Ｔｇ）が３５～６０℃の範囲にある樹脂。
（Ｂ）ガラス転移温度（Ｔｇ）が－１０～２０℃の範囲にあるゴム。
（Ｃ）制振フィラー。
【０００９】
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すなわち、本発明者らは、非拘束型制振材の損失係数（η）の温度依存性について研究を
重ねた結果、非拘束型制振材の損失係数（η）は、損失正接（ｔａｎδ）よりも損失弾性
率（Ｅ″）が重要な因子となり、この損失弾性率（Ｅ″）の温度依存性を改良すると、損
失係数（η）の温度依存性も向上することを突き止めた。そして、さらに研究開発を続け
た結果、上記非拘束型制振材の粘弾性層を、ガラス転移温度（Ｔｇ）が高温側にある樹脂
（Ａ成分）と、ガラス転移温度（Ｔｇ）が低温側にあるゴム（Ｂ成分）の２成分を母材と
した非相溶系組み合わせに、制振フィラー（Ｃ成分）を配合して形成すると、Ａ成分とＢ
成分の相溶状態が微粉分散となる部分相溶状態になり、損失弾性率（Ｅ″）がブロードと
なり、損失弾性率（Ｅ″）の温度依存性が向上することを突き止めた。その結果、低温側
および高温側の損失係数（η）が０．１を超え、損失係数（η）＞０．１の温度範囲が０
～６０℃程度の広範囲となり、幅広い温度範囲での使用に適し、温度依存性に優れた非拘
束型制振材が得られることを見出し、本発明に到達した。
【００１０】
なお、本発明において、上記Ｂ成分であるゴムは、広義のゴムを意味し、エラストマーも
含む趣旨である。
【００１１】
また、本発明において、特定の樹脂（Ａ成分）および特定のゴム（Ｂ成分）を母材とする
とは、Ａ成分とＢ成分がいわゆる海－島構造をとることを意味し、両者のどちらが「海」
，「島」であるかは特に限定するものではない。
【００１２】
さらに、本発明において、上記Ａ成分のガラス転移温度（Ｔｇ）とは、粘弾性の損失正接
（ｔａｎδ）〔ｔａｎδ＝Ｅ″／Ｅ′〕のピーク温度を意味する。そして、上記ｔａｎδ
は、周波数１０Ｈｚ、歪み１０μｍ、昇温速度３℃／分の条件で、粘弾性測定装置（ティ
ー・エイ・インスツルメント・ジャパン社製のＤＭＡ２９８０）を用いて測定した時の値
である。なお、上記Ｂ成分のガラス転移温度（Ｔｇ）も、上記Ａ成分のガラス転移温度（
Ｔｇ）と同様の意味である。
【００１３】
【発明の実施の形態】
つぎに、本発明の実施の形態を詳しく説明する。
【００１４】
本発明の非拘束型制振材は、基板の片面に粘弾性層が形成されて構成されており、上記粘
弾性層が、特定の樹脂（Ａ成分）および特定のゴム（Ｂ成分）の２成分を母材とした非相
溶系組み合わせに、制振フィラー（Ｃ成分）が配合されて形成されていることが最大の特
徴である。
【００１５】
上記基板としては、制振材の分野で用いられるものであれば特に限定はなく、例えば、鋼
板、アルミニウム板、銅板、各種プラスチック板、木板、合板、コンクリート等があげら
れる。
【００１６】
上記粘弾性層の母材となる特定の樹脂（Ａ成分）としては、ガラス転移温度（Ｔｇ）が３
５～６０℃の範囲にあれば特に限定はなく、例えば、塩素化ポリプロピレン（ＣＰＰ）、
ポリ酢酸ビニル（ＰＶＡｃ）、エチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）、ハイスチレン
樹脂等があげられ、これらの中のいずれか一つが用いられる。
【００１７】
上記特定の樹脂（Ａ成分）は、ガラス転移温度（Ｔｇ）が３５～６０℃の範囲にある必要
があり、好ましくは４０～５５℃である。すなわち、ガラス転移温度（Ｔｇ）が３５℃未
満であると、上記特定のゴム（Ｂ成分）とのＴｇ差（ΔＴｇ）が小さくなりすぎ、広範囲
な温度での高減衰性が得られず、逆に６０℃を超えると、上記特定のゴム（Ｂ成分）との
Ｔｇ差（ΔＴｇ）が大きくなりすぎ、ｔａｎδピークが鞍型となり、減衰性の低い温度域
が現れるからである。
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【００１８】
上記特定の樹脂（Ａ成分）とともに用いられる特定のゴム（Ｂ成分）は、前述のように、
広義のゴムを意味し、エラストマーも含む趣旨である。このようなゴム（Ｂ成分）として
は、ガラス転移温度（Ｔｇ）が－１０～２０℃の範囲にあれば特に限定はなく、例えば、
スチレン－ブタジエンゴム（ＳＢＲ）、アクリロニトリル－ブタジエンゴム（ＮＢＲ）、
アクリルゴム（ＡＣＭ）、エチレン－アクリルゴム、塩素化ポリエチレン（ＣＰＥ）、ウ
レタン系熱可塑性エラストマー、スチレン系熱可塑性エラストマー、ポリブタジエンゴム
（ＲＢ）等があげられ、これらの中のいずれか一つが用いられる。
【００１９】
上記特定のゴム（Ｂ成分）は、ガラス転移温度（Ｔｇ）が－１０～２０℃の範囲にある必
要があり、好ましくは０～１５℃である。すなわち、ガラス転移温度（Ｔｇ）が－１０℃
未満であると、上記特定の樹脂（Ａ成分）とのＴｇ差（ΔＴｇ）が大きくなりすぎ、ｔａ
ｎδピークが鞍型となり、減衰性の低い温度域が現れ、逆に２０℃を超えると、上記特定
の樹脂（Ａ成分）とのＴｇ差（ΔＴｇ）が小さくなりすぎ、広範囲な温度での高減衰性が
得られないからである。
【００２０】
上記特定の樹脂（Ａ成分）のガラス転移温度（Ｔｇ）と、特定のゴム（Ｂ成分）のガラス
転移温度（Ｔｇ）のガラス転移温度の差（ΔＴｇ）は、３０～６０℃の範囲が好ましく、
特に好ましくは３０～４０℃である。
【００２１】
上記特定の樹脂（Ａ成分）と特定のゴム（Ｂ成分）の組み合わせは、両者の相溶状態が微
粉分散となる部分相溶状態になるように組み合わされ、具体的には、両者の配合割合は、
重量比で、Ａ成分／Ｂ成分＝１／９～９／１の範囲が好ましく、特に好ましくはＡ成分／
Ｂ成分＝３／７～７／３である。
【００２２】
上記Ａ成分，Ｂ成分とともに用いられる制振フィラー（Ｃ成分）としては、特に限定はな
く、例えば、タルク、マイカ、黒鉛、炭酸カルシウム、チタン酸カルシウム、ウォラスト
ナイト、ゾイトライト、炭素繊維、フェライト等があげられる。これらは単独でもしくは
２種以上併せて用いられる。なかでも、母材中にある程度パラレルに分散した構造をとり
、制振性に優れる点で、板状または針状のものが好適に用いられる。
【００２３】
上記制振フィラー（Ｃ成分）の配合割合は、上記Ａ成分とＢ成分の合計重量１００重量部
（以下「部」と略す）に対して、１０～１０００部の範囲が好ましく、特に好ましくは１
００～４００部である。すなわち、１０部未満であると、充分な制振特性が得られず、逆
に１０００部を超えると、加工性が悪化するからである。
【００２４】
上記制振フィラー（Ｃ成分）の平均径（直径）は、通常、０．１～５００μｍの範囲に設
定され、好ましくは０．５～１００μｍである。なお、上記制振フィラー（Ｃ成分）は、
平均径の異なる２種以上のものを混合したものであってもよい。
【００２５】
なお、上記粘弾性層は、上記Ａ～Ｃ成分とともに他の成分を用いて構成しても差し支えな
く、他の成分としては、例えば、粘着付与剤、架橋剤、架橋促進剤、架橋助剤、酸化防止
剤、老化防止剤、可塑剤、加工助剤、着色剤（顔料、染料）、光沢剤、難燃剤、発泡剤、
発泡助剤、オゾン劣化防止剤、ブロッキング防止剤、耐候剤、耐熱剤、分散剤、相溶化剤
、界面活性剤、帯電防止剤、滑剤等があげられる。
【００２６】
上記粘着付与剤としては、特に限定はなく、例えば、石油系炭化水素樹脂、ロジン、クマ
ロン樹脂、フェノール樹脂、ケトン樹脂、ジシクロペンタジエン樹脂、マレイン酸樹脂、
エステル化ロジン、エポキシ樹脂、尿素樹脂、メラミン樹脂等が好適に用いられる。これ
らは単独でもしくは２種以上併せて用いられる。
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【００２７】
上記架橋剤としては、例えば、硫黄系架橋剤、トリアジン系架橋剤、金属石鹸系架橋剤、
アミン系架橋剤、カルバメート塩系架橋剤、イミダゾール系架橋剤等があげられる。上記
架橋促進剤としては、例えば、チウラム系，チアゾール系等の架橋促進剤が好適に用いら
れる。上記架橋助剤としては、例えば、ＺｎＯ（酸化亜鉛２種）等があげられる。
【００２８】
上記可塑剤としては、例えば、フタル酸ジオクチル（ＤＯＰ）、パラフィン系オイル等が
あげられる。上記加工助剤としては、例えば、ステアリン酸等があげられる。
【００２９】
本発明の非拘束型制振材は、例えば、つぎのようにして製造することができる。すなわち
、まず、Ａ～Ｃ成分および必要に応じて他の成分を加圧蓋付きニーダー（インターミキサ
ー）等の混練装置を用いて混練して、粘弾性層形成材料を調製する。そして、この粘弾性
層形成材料を所望の方法によりシート状に成形した後、これを基板上に貼り合わせること
により、基板の片面に粘弾性層が形成されてなる非拘束型制振材を作製することができる
。
【００３０】
なお、上記粘弾性層の形成方法としては、上記方法に限定するものでななく、従来公知の
方法が適用できる。
【００３１】
このようにして得られた非拘束型制振材において、粘弾性層の厚みは、通常、０．１～８
ｍｍの範囲に設定され、好ましくは０．５～２ｍｍである。なお、基板の厚みは、用いる
材料に応じて適宜の範囲に設定される。
【００３２】
つぎに、実施例について比較例と併せて説明する。
【００３３】
【実施例１～８、比較例１～３】
後記の表１および表２に示す各成分を同表に示す割合で配合し、これを加圧蓋付きニーダ
ー（インターミキサー）を用いて６０℃で１０分間混練した。ついで、厚み０．８ｍｍの
基板（ＳＰＣＣ鋼板）上に、上記混練物からなる粘弾性層（厚み２ｍｍ）を形成し、目的
とする非拘束型制振材（大きさ：２００ｍｍ×１０ｍｍ）を作製した。
【００３４】
このようにして得られた実施例品および比較例品の非拘束型制振材を用いて、下記の基準
に従い、各特性の比較評価を行った。これらの結果を後記の表１および表２に併せて示し
た。
【００３５】
〔損失係数〕
片持梁法損失係数測定機（松下インターテクノ社製）を用いて、測定周波数２５０Ｈｚで
、損失係数（η）を測定した。そして、損失係数（ηＭ Ａ Ｘ 　 ）およびη＞０．１の温度
範囲を求めた。
【００３６】
【表１】
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【００３７】
【表２】
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【００３８】
上記表１および表２の結果から、実施例品の非拘束型制振材は、いずれも損失係数（η）
＞０．１の温度範囲が０～６０℃程度の広範囲となり、幅広い温度範囲での使用に適し、
温度依存性に優れていることがわかる。
【００３９】
これに対して、比較例品の非拘束型制振材は、いずれも低温側および高温側の損失係数（
η）が０．１以下で、損失係数（η）＞０．１の温度範囲が狭く、温度依存性に劣ること
がわかる。
【００４０】
【発明の効果】
以上のように、本発明の非拘束型制振材は、粘弾性層が、ガラス転移温度（Ｔｇ）が高温
側にある樹脂（Ａ成分）と、ガラス転移温度（Ｔｇ）が低温側にあるゴム（Ｂ成分）の２
成分を母材とした非相溶系組み合わせに、制振フィラー（Ｃ成分）が配合されて形成され
ているため、Ａ成分とＢ成分の相溶状態が、微粉分散となる部分相溶状態になり、損失弾
性率（Ｅ″）がブロードとなり、損失弾性率（Ｅ″）の温度依存性が向上する。その結果

10

20

30

40

50

(7) JP 3633407 B2 2005.3.30



、本発明の非拘束型制振材は、低温側および高温側の損失係数（η）が０．１を超え、損
失係数（η）＞０．１の温度範囲が０～６０℃程度の広範囲となり、幅広い温度範囲での
使用に適し、温度依存性に優れている。
【００４１】
このように優れた本発明の非拘束型制振材は、その応用範囲が極めて広く、音響ルーム用
の遮音壁、建築構造体用の遮音間仕切り、車両用の防音壁等に適用される他、免震材、靴
底、テニスラケット，卓球ラケット，野球バット，ゴルフクラブ，ホッケークラブ等のグ
リップ部の制振材、電気機器等のＣＤ読取部用制振材、パソコン落下時等の緩衝材、蛇口
ハンマーリング用制振材等にも適用することができる。
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